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第 1章 評価の実施方針 

1.1 背景・目的 

日本の対ブータンODAは、1964年に農業指導専門家を派遣したことに始まった。ブータンにおけ

る主要ドナーの一つとして、日本は農業分野および基礎的インフラ整備を中心に援助を行ってきた。

またここ数年は、国民が幸福感を持って暮らせる社会を最終目標とする基本理念「国民総幸福量」

（GNH：Gross National Happiness）等、他国の経験の複製ではないブータン独自の考え方に沿ったODA

を基本方針としている。2006年は日本・ブータン国交樹立 20周年であったことから、対ブータンODA

を振り返る良い機会と捉え、本評価を実施することとなった。 

本評価は、主に（1）日本の対ブータン援助政策を全般的に評価し、一層効果的・効率的な援助実

施に向けた改善点を特定し、具体的な提言を行うこと、（2）評価結果を公表することにより、国民へ

の説明責任を果たすこと、(3)ブータン政府関係者や他ドナーに評価結果をフィードバックし、今後の

同国開発の参考となる情報を提供すること、さらに、(4)日本の対ブータン援助の広報に貢献すること

を目的として実施された。なお、本評価は、外務省発行の「ODA 評価ガイドライン第 3 版」（以下、

「ガイドライン」）に基づいている。 

1.2 評価対象 

国別評価では、通常、「国別援助計画1」や「国別援助方針」を評価の対象としているが、ブータン

は「国別援助計画」の策定対象国ではないため、明文化された策定基準や政策協議を踏まえた援助方

針は特に策定されていない。また、公開資料としては、ODA国別データブックに記載されている「対

ブータン援助の基本方針」（以下、「基本方針」）があるが、ここで示された「基本方針」は、ブータ

ン政府の開発計画やニーズ、これまでの援助実績に基づいた援助の基本的な考え方や重点分野を簡潔

に記述したものである。したがって、本評価では、「基本方針」をはじめとする「過去 20年間の日本

の対ブータン援助全般」を評価の対象とした。すなわち、最初の個別案件が実施された 1981 年から

2005年までの期間に実施された技術協力プロジェクト、無償資金協力、開発調査等、全ての援助事業

を対象としている。ただし、同国及び日本のデータ、資料等の入手可能性を考慮し、重点となる評価

対象期間は過去 10年間程度とした。 

                                                 
1 ODAの戦略性・効率性・透明性向上に向けた取組の一環として、被援助国の政治・経済・社会情勢を踏まえ、
開発計画や開発上の課題を勘案し、5年間程度の日本の援助計画を示す。2000年より策定が開始され、2006年 9
月現在、23ヵ国で策定済み。 
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1.3 評価の実施方法 

1.3.1 評価の枠組み 

「ガイドライン」に基づき、以下のような枠組みで評価を実施した。先ず、日本の援助を「目的」

と「手段」の関係に整理した目標体系図を作成し、評価者と援助の実施主体である外務省、JICA 等

の関係者との間で日本の「対ブータン援助政策」の全体像についての認識共有を図った（図 1-1）。目

標体系図は、ODA国別データブックの「基本方針」、外務省ホームページで公開されている「我が国

の対ブータン経済協力の概要」（2006年 2月）を参考に作成し、外務省等関係者の確認を受けた。 

次に、目標体系図に沿って、過去 20年間の日本の対ブータン援助政策を以下の 3つの視点から総

合的に検証した。 

(1) 目的の妥当性 

 日本の対ブータン援助政策を、日本の上位政策（新旧ODA大綱、新旧ODA中期政策）、ブータン

の開発計画（第 9次までの「五ヵ年計画」）、国際的な優先課題（ミレニアム開発目標、PRSP等）、他

ドナーの支援動向と対比してこれらとの整合性を確認し、日本の対ブータン援助の目指す方向・目的

が妥当であったかを評価した。 

(2) 結果の有効性 

 日本の援助政策と援助活動の結果が、目的の達成に効果的であったかを評価した。対ブータン援助

には成果指標が設定されていないため、その達成度が測られていないこと、また、「基本方針」の成

果を一つの国・機関の援助活動のみで全て実現できるものではない等の理由により、各重点分野にお

ける日本の援助効果を厳密に測ることはできない。したがって、本評価では、日本が重点とする各分

野における日本の資金的貢献度を明らかにした上で、セクター別のマクロ・地域指標の改善度合い、

ブータン側ニーズの充足度合い、裨益者への貢献度合い等から対ブータン援助の有効性・インパクト

を検証した。 

 (3) プロセスの適切性 

 対ブータン援助の「実施プロセスの適切性」を評価した。どのような体制で、どのような関係者が、

どのような手続きを経て援助を実施したかを把握するとともに、その過程における関係者間のコミュ

ニケーションの円滑さ、ブータン側のオーナーシップ、他ドナーとの連携状況、スキーム間の連携な

どを整理し、評価を行なった。 

 以上に述べた 3 つの評価の視点を「評価の枠組み」として表 1-1 に整理し、「評価項目」、「主な評

価設問」、「評価指標」、「情報収集方法／情報源」を示した。 

 

1-2 



第 1章 評価の実施方針 

図1-1 対ブータンODAの目標体系図（1981年度～2005年度） 

2004年以降精緻化

*1：2006年2月「我が国の対ブータン経済協力の概要」に明記。*2：2005年度より追加。*3：2004年より追加。
*4：1981年以降の全案件（機材供与、専門家・ボランティア派遣、文化無償を除く）。
*5：農村地域におけるテレビ番組制作能力強化のための野外番組制作中継車供与計画
*a ： 1ヵ所以上の課題、支援内容にまたがる案件。　*b ：複数案件を実施。
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1-4 

評
価
視
点

評
価
項
目
（
評
価
設
問
）

主
な
評
価
設
問

評
価
指
標

情
報
収
集
方
法
／
収
集
源

1.
 上
位
目
標
で
あ
る
新
旧
O
DA
大
綱
や
新
旧

中
期
政
策
と
整
合
性
を
有
し
て
い
る
か

・
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
方
針
は
、
新
旧
OD
A大
綱
、
新
旧

OD
A中
期
政
策
、
対
南
西
ア
ジ
ア
政
策
と
ど
の
程
度
整
合
性
を
有

し
て
い
る
か
。

1.
1 
新
旧
O
DA
大
綱
、
新
旧
OD
A中
期
政
策
の
理
念
・
原
則
や
重

点
課
題
と
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策
の
内
容
の
一
致
度
合
い

1.
2 
新
旧
O
DA
大
綱
、
新
旧
OD
A中
期
政
策
の
重
点
課
題
か
ら
外

れ
た
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策
の
有
無
と
そ
の
割
合

【
文
献
調
査
】

新
旧
O
AD
大
綱
、
新
旧
O
DA
中
期
政
策

【
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
】

外
務
省
関
係
部
署
等

2.
 「
５
カ
年
計
画
」
や
「
G
NH
」
等
の
ブ
ー

タ
ン
の
開
発
計
画
（
開
発
ニ
ー
ズ
）
と
整
合

性
を
有
し
て
い
る
か

・
ブ
ー
タ
ン
の
開
発
計
画
と
ど
の
程
度
整
合
性
を
有
し
て
い
る

か
。

・
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
方
針
は
、
ブ
ー
タ
ン
の
こ
れ
ま
で

の
開
発
計
画
と
ど
の
程
度
整
合
性
を
有
し
て
い
る
か
。

2.
1 
ブ
ー
タ
ン
政
府
が
重
視
し
て
き
た
主
要
社
会
指
標
項
目

2.
2 
ブ
ー
タ
ン
政
府
が
重
視
し
て
き
た
主
要
経
済
指
標
項
目

2.
3 
開
発
ニ
ー
ズ
に
関
す
る
ブ
ー
タ
ン
政
府
の
認
識
と
重
点
の

変
化

2.
4 
ブ
ー
タ
ン
の
こ
れ
ま
で
の
開
発
計
画
と
対
ブ
ー
タ
ン
援
助

政
策
の
内
容
の
一
致
度
合
い

2.
5 
ブ
ー
タ
ン
の
こ
れ
ま
で
の
開
発
計
画
か
ら
外
れ
た
対
ブ
ー

タ
ン
援
助
政
策
の
有
無
と
そ
の
割
合

【
文
献
調
査
】

ブ
ー
タ
ン
の
第
９
次
ま
で
の
「
５
カ
年
計
画
」
、
G
ro
ss

Na
ti
o
na
l 
Ha
pp
in
es
s、
P
ov
er
ty
 R
ed
uc
ti
on
 S
tr
at
eg
y、

Mi
ll
e
nn
iu
m 
De
ve
lo
pm
en
t 
Go
al
s:
 P
ro
gr
es
s 
Re
po
rt
,

Na
ti
o
na
l 
Hu
ma
n 
De
ve
lo
pm
en
t 
Re
po
rt
、
ブ
ー
タ
ン
支
援
国
会

議
の
議
事
録
他

【
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
】

ブ
ー
タ
ン
政
府
省
庁
等

3.
 国
際
的
な
優
先
課
題
へ
の
対
応
と
整
合

し
矛
盾
が
な
い
か

・
国
際
的
な
優
先
課
題
へ
の
対
応
と
わ
が
国
の
政
策
と
に
は
相
違

点
／
共
通
点
な
ど
が
あ
る
か
。

・
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
方
針
は
、
国
際
的
な
優
先
課
題
へ

の
対
応
に
照
ら
し
て
整
合
性
が
あ
る
か
。

3.
1 
国
際
的
な
優
先
課
題
と
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策
に
お
け
る

優
先
事
項
の
一
致
度
合
い

3.
2 
国
際
的
な
優
先
課
題
と
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策
に
お
け
る

優
先
事
項
の
不
一
致
・
矛
盾
の
有
無
と
そ
の
割
合

【
文
献
調
査
】

ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標
、
世
界
開
発
報
告
等

4.
 他
ド
ナ
ー
の
支
援
内
容
と
調
和
の
と
れ

た
も
の
と
な
っ
て
い
る
か

・
主
要
ド
ナ
ー
／
国
際
機
関
の
援
助
政
策
と
わ
が
国
の
政
策
と
に

は
相
違
点
／
共
通
点
な
ど
が
あ
る
か
。

・
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
方
針
は
、
他
ド
ナ
ー
の
支
援
内
容

と
ど
の
程
度
整
合
性
を
有
し
て
い
る
か
。

4.
1 
他
ド
ナ
ー
の
支
援
内
容
と
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政

策
の
調
和
の
度
合
い

4.
2 
他
ド
ナ
ー
の
支
援
内
容
と
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政

策
の
矛
盾
点
の
有
無

4.
3 
他
ド
ナ
ー
の
支
援
内
容
と
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政

策
の
調
和
・
有
効
性
を
阻
害
す
る
支
援
の
空
白
の
有
無

【
文
献
調
査
】

ド
ナ
ー
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
方
針
、
U
NC
CA
、
UN
DA
F,
 U
ND
Pの

DC
R、
ブ
ー
タ
ン
支
援
国
会
議
の
議
事
録
他

【
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
】

在
ブ
ー
タ
ン
ド
ナ
ー
関
係
者
、
J
IC
Aブ
ー
タ
ン
事
務
所

1.
 対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策
と
そ
の
実
施

は
、
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
の
目
的
に

対
し
有
効
で
あ
っ
た
か

・
個
別
援
助
活
動
は
、
「
両
国
の
友
好
関
係
の
深
ま
り
」
や

「
ブ
ー
タ
ン
の
民
主
化
の
進
展
」
に
ど
の
よ
う
に
貢
献
し
、
ど
の

程
度
効
果
的
で
あ
っ
た
か
。

1.
1 
両
国
の
友
好
関
係
の
深
ま
り

1.
2 
民
主
化
の
進
展
度
合
い

1.
3 
ブ
ー
タ
ン
独
自
の
（
他
国
の
経
験
の
単
な
る
複
製
で
な

い
）
開
発
の
進
展

【
文
献
調
査
】

要
人
往
来
、
留
学
生
の
受
け
入
れ
／
派
遣
数
に
関
す
る
記
録
書

【
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
】

在
イ
ン
ド
日
本
大
使
館
、
J
IC
Aブ
ー
タ
ン
事
務
所
、
ブ
ー
タ
ン
政

府
省
庁
他
関
係
機
関
、
在
ブ
ー
タ
ン
ド
ナ
ー
関
係
者
等

2.
 対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策
と
そ
の
実
施

は
、
我
が
国
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策
の
目

標
実
現
に
有
効
で
あ
っ
た
か

(重
点
分
野
そ
れ
ぞ
れ
に
ど
の
程
度
効
果
が

あ
っ
た
か
）

・
個
別
援
助
活
動
は
、
重
点
分
野
そ
れ
ぞ
れ
に
ど
の
程
度
有
効
で

あ
っ
た
か
。

【
農
業
・
農
村
開
発
】
農
業
の
近
代
化
、
遠
隔
地
農
業
振
興
と
ア

ク
セ
ス
の
改
善
に
ど
の
よ
う
に
貢
献
し
、
ど
の
程
度
有
効
で
あ
っ

た
か
。

【
経
済
基
盤
整
備
】
経
済
イ
ン
フ
ラ
の
開
発
（
道
路
、
橋
梁
の
整

備
、
地
方
電
化
の
促
進
、
情
報
通
信
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
）
に
ど
の

よ
う
に
貢
献
し
、
ど
の
程
度
有
効
で
あ
っ
た
か
。

【
社
会
開
発
】
教
育
機
会
の
拡
充
、
保
健
医
療
、
公
衆
衛
生
の
普

及
に
ど
の
よ
う
に
貢
献
し
、
ど
の
程
度
有
効
で
あ
っ
た
か
。

【
良
い
統
治
】
行
政
機
能
の
強
化
に
ど
の
よ
う
に
貢
献
し
、
ど
の

程
度
有
効
で
あ
っ
た
か
。

2.
1 
【
農
業
・
農
村
開
発
】
農
業
・
農
村
開
発
と
自
給
率
の
向

上
度
合
い
他

2.
2 
【
経
済
基
盤
整
備
】
発
展
の
基
盤
と
な
る
基
幹
経
済
イ
ン

フ
ラ
の
充
実
度
合
い
他

2.
3 
【
社
会
開
発
】
ベ
ー
シ
ッ
ク
ヒ
ュ
ー
マ
ン
ニ
ー
ズ
の
充
足

度
合
い
他

2.
4 
【
良
い
統
治
】
行
政
能
力
の
向
上
度
合
い
・
地
方
分
権
の

進
展
度
合
い
他

2.
5 
ブ
ー
タ
ン
の
開
発
ニ
ー
ズ
と
協
力
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
レ
ベ

ル
か
ら
見
た
支
援
内
容
の
直
結
度
合
い

2.
6 
質
的
・
量
的
な
側
面
か
ら
見
た
支
援
内
容
の
ニ
ー
ズ
へ
の

適
合
度
合
い

【
文
献
調
査
】

個
別
案
件
報
告
書
、
各
種
評
価
報
告
書
、
ブ
ー
タ
ン
政
府
統
計

書
、
国
際
機
関
統
計
書

【
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
】

在
イ
ン
ド
日
本
大
使
館
、
J
IC
Aブ
ー
タ
ン
事
務
所
、
在
ブ
ー
タ
ン

ド
ナ
ー
関
係
者
等

プ ロ セ ス の 適 切 性

対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策
は
、
適
切
な
プ
ロ
セ

ス
に
よ
り
実
施
さ
れ
た
か

・
本
省
と
在
外
公
館
の
分
業
体
制
（
権
限
、
役
割
分
担
、
人
員
配

置
等
）
は
妥
当
で
あ
っ
た
か
。

・
案
件
の
実
施
過
程
を
把
握
す
る
シ
ス
テ
ム
は
構
築
さ
れ
て
い
た

か
。

・
案
件
は
、
相
手
国
政
府
の
関
係
者
と
十
分
意
見
交
換
と
理
解
を

も
っ
て
実
施
さ
れ
て
い
た
か
。

・
ブ
ー
タ
ン
側
の
主
体
性
が
確
保
さ
れ
た
形
で
案
件
の
形
成
、
選

択
が
行
わ
れ
て
き
た
か
。

・
現
地
NG
O、
他
ド
ナ
ー
と
の
協
力
と
の
連
携
に
よ
る
案
件
形

成
、
実
施
は
ど
の
よ
う
に
行
わ
れ
て
お
り
、
そ
れ
は
我
が
国
の
援

助
を
効
果
的
、
効
率
的
に
実
施
す
る
上
で
適
切
で
あ
っ
た
か
。

・
わ
が
国
の
ス
キ
ー
ム
間
の
連
携
は
ど
の
よ
う
に
行
わ
れ
て
お

り
、
そ
れ
は
我
が
国
の
援
助
を
効
果
的
、
効
率
的
に
実
施
す
る
上

で
適
切
で
あ
っ
た
か
。

1.
1 
政
策
を
案
件
と
し
て
形
成
す
る
過
程
の
明
確
さ

1.
2 
各
案
件
の
実
施
に
お
け
る
関
係
者
の
意
見
交
換
・
案
件
内

容
の
周
知
の
度
合
い

1.
3 
両
国
の
関
係
者
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
良
好
さ
の

度
合
い

1.
4 
相
手
国
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
強
さ

1.
5 
他
ド
ナ
ー
・
国
際
機
関
・
N
GO
と
の
連
携
、
協
調
性

1.
6 
ス
キ
ー
ム
間
の
連
携

【
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
・
視
察
】

在
イ
ン
ド
日
本
大
使
館
、
J
IC
Aブ
ー
タ
ン
事
務
所
、
ブ
ー
タ
ン
政

府
省
庁
（
案
件
実
施
省
庁
の
案
件
担
当
部
署
）
、
他
ド
ナ
ー
、
N
GO

等

目 的 の 妥 当 性 結 果 の 有 効 性

表
1
－
1
　
評
価
の
枠
組
み



第 1章 評価の実施方針 

1.3.2 評価の手順 

本評価は 2006年 7月から 2007年 3月までを調査期間とし、下記 1.4の評価者等及び外務省、独立

行政法人国際協力機構（JICA）の関係者をメンバーとする検討会を開催しつつ、以下の手順で進めら

れた。  

① 評価の実施計画策定 

評価チームは、評価主任の指揮・監督の下、外務省及び実施機関等の関係部局と協議を行い、

評価の目的や対象を明確にし、評価基準を確認した。その上で、適切な評価方法を検討し、作

業スケジュールを含む評価の実施計画を策定して、ODA評価有識者会議において承認を受けた。 

② 文献・インタビュー調査（国内での情報収集） 

上記①で策定した評価実施計画に沿って、日本の援助政策及び実績、ブータンにおける援助動

向等、評価対象ならびに比較対象に関する情報を収集した。情報収集は、インターネット検索

を含む文献調査、関係者へのインタビュー調査により行った。 

③ 現地調査 

国内調査の結果を踏まえ、2006年 11月 12日から 12月 1日の期間に現地調査を行った。現地で

は、日本の対ブータン援助について、日本側関係者、ブータン政府関係者、他の援助機関等か

ら聞き取り調査を行ない、案件視察を行った。さらに、文献調査や聞き取り調査を補足する目

的で、在ブータン青年海外協力隊員およびシニア海外ボランティアに対してアンケート調査を

実施したほか、パロ県において農民を対象としたフォーカスグループディスカッションを実施

した。 

④ 国内分析・報告書の作成 

国内調査及び現地調査より得た情報を「ガイドライン」に基づいて分析し、報告書に取りまと

めた。 

 

なお、国内及び現地調査での主な面談先は表1-2の通りである。 
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第 1章 評価の実施方針 

表1－2 主要な面談先 

国際協力局　国別開発協力第一課

国際協力局　無償資金・技術協力課

アジア大洋州局　南部アジア部　南西アジア課

元在インド日本大使館経済班書記官（書面回答のみ）

アジア第二部　南西アジアチーム

青年海外協力隊事務局

元ブータン駐在員事務所長

「地方行政支援」専門家

在インド日本国大使館

JICAブータン駐在員事務所
外務省

財務省

計画委員会

農業省

保健省

公共事業省

内務省　地方行政局

貿易産業省

情報通信省

教育省

人事院

統計局

ブータン研究所

国連開発計画（UNDP）
インド大使館

DANIDA（デンマーク）
Helvetas/ SDC（スイス）
SNV（オランダ）
＜無償＞食糧増産援助（2KR）（終了・新規は検討中）
＜無償＞パロ谷農業総合開発計画（終了）

＜無償＞農村道路建設機材整備計画（終了）

＜技プロ＞東部2県農業生産技術開発・普及支援計画（実施中）
＜無償＞小規模水力発電機敷設計画（終了）

＜無償／技プロ＞ブータンテレコム（国内通信網整備計画等）（終了）

＜技プロ＞橋梁計画・設計・施工・保全に関わる人材育成（実施中）

＜開発調査＞ブータン電力公社（地方電化マスタープラン）（終了）

＜無償＞母子保健・基礎医療機材整備計画（終了）

＜技プロ＞地方行政支援プロジェクト（終了）

国際協力機構
（JICA）

国内調査

外務省

日本機関

他ドナー機関

案件視察

現地調査

ブータン政府

 

注：面談先の詳細については巻末の添付資料2を参照。
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第 1章 評価の実施方針 

1.4 調査団員 

本評価は、下記のメンバーによって実施された。 

評価主任 

池上清子 国連人口基金（UNFPA）東京事務所長（ODA評価有識者会議メンバー） 

アドバイザー 

村田俊一 関西学院大学教授／国連開発計画（UNDP）東京事務所長 

評価補助業務従事者 

寺田幸弘 （財）国際開発センター 業務本部長・主任研究員 

シーク美実 （財）国際開発センター 主任研究員 

高杉真奈 （財）国際開発センター 研究員 

現地調査には、上記メンバー、及びオブザーバーとして、外務省国際協力局国別開発協力第一課よ

り川上盛徳事務官が参加した。 

なお、本評価は評価主任ならびに ODA 有識者会議の責任において実施されたものであり、外務省、

及び日本政府の見解ではない。 
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